様式３（第３条関係）

京都市地域の空き家相談員名簿登録申請書
　　年　　月　　日

（あて先）京都市長

	応募者
	◆（ふりがな）
氏　　　名
	

	
	
	
	

	
	不動産関連業務
従事履歴
	□ 宅地建物取引士であり、宅地建物取引士となってから不動産関連業務注１に現に通算して５年以上従事注２しています。

□ 上記従事履歴には該当しません。

	
	連絡先
	（ＴＥＬ）
	（ＦＡＸ）

	
	
	（メール）

	
	◆宅地建物
取引士資格
	登録番号
	

	
	
	登録年月日
	

	
	◆その他不動産　
関連資格等
	

	
	◆事業参画理由
	

	
	◆自己ＰＲ
	

	
	◆対応可能
エリア
	あてはまるもの全てに☑
□北区※　□上京区　□左京区※　□中京区　　□東山区
□山科区　□下京区　□南区　　　□右京区※　□西京区
□伏見区　　　　　　　　　　※以下記載の「北部山間地域」を除く
<北部山間地域>
□北区　（小野郷・中川・雲ケ畑）
□左京区（大原・別所・花脊・広河原・久多）
□右京区（水尾・宕陰・京北）

	
	◆対応可能
分野
	あてはまるもの全てに☑
□賃貸　□売買　□買取　□転貸　□物件管理
□空き家管理　□修繕工事　□応急措置
上記のうち特に得意とする分野（　　　　　　　　　　　）

	
	◆オンライン相談対応
	どちらか１つに☑
□対応可能　　　□対応不可

	◆勤務する事業所
	名　　　称
	支店名や営業所名まで記入してください。

	
	
	

	
	勤務地
	〒　　　－



	
	連絡先
	（ＴＥＬ）
	（ＦＡＸ）

	
	ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ
	

	
	宅地建物取引業
免許番号
	免許を受けている場合のみ記入してください。


	確認事項
	私は、次の事項に該当することを誓約します。内容確認のうえ☑
□ 事業参画注３について、勤務する事業所の長注４の承認を得ていること。
□京都市が指定した空家等管理活用支援法人（以下「支援法人」という。）に属する事業所に勤務する者であること。注５
□ 応募者自身及び当該応募者を社員とする法人が暴力団員等注６でないこと。

□ 応募者自身及び当該応募者を社員とする法人が京都市の市税を滞納していないこと。

□ 応募者自身及び当該応募者を社員とする法人が、応募日から起算して過去１年以内に宅地建物取引業法に基づく監督処分を受けていないこと。

	◆所属する不動産団体等
	空家等管理活用
支援法人
	応募者又は当該応募者を社員とする法人が所属する団体等に☑
複数の団体等に所属する場合は、その全てに☑

	
	
	□ 公益社団法人京都府宅地建物取引業協会
□ 一般社団法人京都府不動産コンサルティング協会

□ 特定非営利活動法人京町家再生研究会
□ 公益社団法人全日本不動産協会
□ 公益財団法人日本賃貸住宅管理協会

	
	
	□ その他不動産関連団体（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


注１　不動産関連業務とは、次のいずれかの業務をいいます。

・宅地建物取引業における不動産の開発・分譲業務、流通業務及びこれらの業務に伴う企画、調査、研究等の業務

・不動産賃貸業における不動産の賃貸業務及び当該業務に伴う企画、調査、研究等の業務 

・不動産管理業における不動産の管理業務及び当該業務に伴う企画、調査、研究等の業務

・その他京都市が適当と認める業務

注２　応募時点で不動産関連業務に従事している必要があります。

注３　事業参画とは、本件応募及び京都市地域連携型空き家対策促進事業実施地区への参画をいいます。

注４　勤務する事業所の長とは、支店長や営業所長など応募者が勤務する職場の所属長をいいます。
注５　勤務先が空家等管理活用支援法人に属していることが条件となります。
注６　暴力団員等とは、京都市暴力団排除条例第２条第４号に規定する暴力団員等をいいます。

【備　考】
・この応募用紙に記載された内容については、所属不動産関連団体にお知らせすることがあります。
・「京都市地域の空き家相談員」に登録された場合、◆印の項目について京都市ホームページに掲載します。

